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本冊子は、KPMGインターナショナルが2021年10月に発行した「Net Zero Readiness Index 
2021」を、KPMGインターナショナルの許可を得て抄訳したものです。翻訳と英語原文間に
齟齬がある場合は、当該英語原文が優先するものとします。この抄訳版では、英文オリジナル
版に掲載されている以下の箇所を省略しています。
・「NZRI top 25 countries」セクションのうち、日本以外の各国ページ
・「NZRI countries to watch」セクション
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KPMGでは、32ヵ国を選出し、先進国、新興国、そして現在
のエネルギー輸出国に関する考察を取りまとめました。選出
した国には、政府間フォーラムであるG20の構成国、G20
招待国である新興国あるいは大規模経済国、石油輸出国機構
の構成国、そしてネットゼロの評価方法の策定時点で、ネット
ゼロ目標を掲げていた国が含まれています。

「2050年まで」としている理由は、国連の「気候変動に関する
政府間パネル」の2018年の報告書で、2010年から2030年
までに正味排出量を約45％、2050年までに100％削減する
ことにより、気温の上昇を1.5度以下に抑えること、すなわち
地球温暖化が今後数十年間に引き起こすと予想されている
ダメージを軽減することが可能になるとされていることにより
ます1。

2021年8月、195ヵ国の政府が承認したパネル報告書による
と、地球の気温は人類によりすでに約1.1度上昇しており、
さらに今後20年間で上昇幅が1.5度またはそれ以上になる可能
性が高く、ただちに大規模な排出削減策を講じなければ、
上昇幅が1.5度はおろか、2度を超えることは必至であると
されています2。

はじめに

ネットゼロ準備度指数（Net Zero Readiness 

Index：NZRI）とは、気候変動の原因となる
温室効果ガスの削減について、32ヵ国の進捗
状況を比較し、2050年までに温室効果ガスの
排出をネットゼロにするための準備と目標到達
の成否を評価するツールです。
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NZRIでは、世界資源研究所の「ネットゼロ」の定義を使用
しています。ネットゼロとは、人為的な温室効果ガス排出量
を可能な限りゼロに近付け、それでも残る排出量は、大気中
から同等量の炭素を除去して均衡させることで、世界の気候
に対する人類の将来的な影響を実質的に中和することを意味
します3。

温室効果ガスは主に二酸化炭素です。また、ネットゼロに
向けた取組みは、化石燃料の燃焼時に発生するガス群に
対するものとして、しばしば「脱炭素化」と呼ばれます。しかし、
本指標には炭素のほかにも、気候変動の重要な要素である
メタンや亜酸化窒素の排出も含まれています。

NZRIについて

NZRIでは、32ヵ国それぞれについて、KPMGがネットゼロ
達成の重要な推進力となると考える103の指標を考慮してい
ます。それらの指標は、「国の準備度合」と「セクターの準備
度合」に分けられています。「国の準備度合」では、各国に
おける脱炭素化に対する政府のコミットメント、過去の脱炭素
化の実績、脱炭素化が実現可能な環境を考慮しています。

「セクターの準備度合」は、最も排出量の多い5セクター、すな
わち「電力と熱生産」、「運輸」、「建築」、「産業」および「農業・
土地利用・土地利用変化・林業」（本報告書では、「農業・
土地利用・林業」と表記）を対象としています。

そして、脱炭素化の状況、政府の行動、および実現能力と
いう3つの観点から、セクターの準備度合を考察しています。
この指標は、2014年に公表された国連の気候変動に関する
政府間パネルの「第5次評価報告書」に沿ったものであり4、
またKPMGの専門家の知見に基づいて作成されています。
32ヵ国それぞれについて、それぞれの国の専門家がその国の
状況や、課題、実績、緊急対策に関する具体的な見解を示し
ています。

この分析は、地球レベルでのネットゼロ移行における課題を
把握し、それを克服するために重要と思われる事項に関する
見解や洞察を明らかにしています。この分析対象とした32ヵ国
は、2つのカテゴリーに分類されます。まず、これまでの進捗
および策定されているイニシアチブにより、ネットゼロへの
競争において先駆的な行動を起こしている25ヵ国、そして
大規模なプロジェクトや新たな革新的イニシアチブを通じた
脱炭素化が可能と思われる7ヵ国です。

現在、世界各国で炭素排出削減のための政策が実行されつつ
あり、今後順位にも大きな変動が起こることが予測されます。
KPMGは、定期的にNZRIを更新し、知見共有を継続していき
ます。

結果、評価方法、情報源についての詳細は、付属書に記載
しています。

本文中に使用される略語は以下の通りです。

CO2（二酸化炭素）、ESG（環境・社会・ガバナンス）、GDP
（国内総生産）、GW（ギガワット）、MtCO2e（温室効果ガス
排出量の測定に用いられるCO2換算メガトン）。現地通貨の
米ドル換算額は、2021年8月時点のものです。

NZRIは、政府・公共部門、多国間組織、投資家・金融機関、
民間部門、および一般の方々に向けて発行されています。また、
ネットゼロアジェンダ推進に関連する団体、部署、企業、個人
の方々にも特に興味深い内容となっています。
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Richard Threlfall 
Partner,  
Global Head of KPMG IMPACT 
and Global Head of Infrastructure, 
KPMGインターナショナル

序文
気候変動という課題により、人類の本質が問われています。地球
温暖化を早急に抑制しなければ、子供たちや孫たちの未来が
深刻な事態に陥るということが、最近になってようやく認識される
ようになりました。

産業革命以降、大気中の温室効果ガスの濃度は急上昇し、現在は
300万年ぶりの高水準となっています。国連の調査では、1880年
から2012年の間に地球の気温が0.85度上昇し、平均海面が19cm
上昇しています5。NASAによると、海氷に覆われた北極海の年平
均最小面積は1979年以来ほぼ半減しています6。気候変動の影響
は、たとえ明日温室効果ガスの排出を止めたとしても、以後何
世紀にもわたって続くと考えられています。天然資源への負荷は、
環境問題にとどまらず、社会不安の拡大や紛争懸念につながる
かもしれません。

昨年来、温室効果ガスの排出をほぼ完全に停止し、残った分の影
響を相殺するための緩和策を講じる「ネットゼロ」を公約に掲げる
政府が顕著になってきました。これは、世界最大の共通課題で
あり、個人・企業・政府によるこれまでにない努力が必要です。

排出量を削減してネットゼロを達成するための合意は国レベルで
行われるものであり、またすべての国には果たすべき役割があり
ます。これは186の国と地域が批准した2015年のパリ協定でも
認識されており、今世紀の世界の気温上昇を2度よりも十分低く
保つとともに、1.5度に抑える努力が要求されています。

KPMGでは、ネットゼロに向けた32ヵ国の進捗状況評価の初の
指標となる「ネットゼロ準備度指数」を作成しました。これから
解決すべき大いなる課題は決して簡単なものではありませんが、
希望もあります。例えば、対象国のうち9ヵ国はネットゼロ目標
を法律で設定しており、また10ヵ国は目標を表明しています。
今回の調査対象国の大半は2005年から2018年の間に排出量を
削減し、うち多くの国では大幅に削減しています。

このような進展にもかかわらず、残念ながら世界全体では過去
5年間で排出量の削減には至っておらず、むしろ増加しています。
そのため、この規模の課題は一見困難に思われますが、国連気候
変動枠組条約の前事務局長であるChristiana Figueres氏が述べる
ように、私たちには社会として問題に屈服するのではなく、この
問題の解決方法に前向きに取り組まねばならない集団的責任が
あります。

本調査では、対象各国を2050年までにネットゼロを達成する
ための準備度合と能力についてランク付けし、成果を上げている
戦略を紹介しています。これが、各国が自国のネットゼロへの
ロードマップを作成する際の学習・模倣・適応のベースとなること
を期待します7。

日々、新たな技術的解決策、市場や政策の仕組み、消費者の
行動などが生まれており、急速に進歩しています。また、英国
グラスゴーで2021年11月に開催されるCOP26において、新しい
コミットメントやイニシアチブの発表が期待されています。本調査
が「過去のもの」とされることこそが、私たちの目標です。

社会全体が行動を変えなければ、気候変動という課題を最終的
に解決することはできません。すべての国に等しく責任がある
わけではなく、成果も一様ではありませんが、コロナ禍のように、
世界が安全になるまでは、誰も、どの国も安全ではないのです。
あらゆる国による、可能な限りの貢献が不可欠です。そのために
は、個人、組織、国によるこれまでにないレベルでの協力、透明
性と誠実さを備えた行動が求められます。

KPMGは、NZRIを通じて必要とされる透明性と誠実さを提供し、
これが世界をネットゼロに導くために必要な協力体制推進の一助
となることを願っています。

2021年10月
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51 32 4
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結果サマリー
NZRI上位25ヵ国

ノルウェー 英国 スウェーデン デンマーク ドイツ

フランス 日本 カナダ ニュージー
ランド イタリア

韓国 スペイン ハンガリー 米国 シンガポール

チリ オースト
ラリア ブラジル ポーランド 中国

マレーシア アルゼンチン メキシコ トルコ UAE

出典：KPMGインターナショナル（2021）

NZRI注目国

インド
現在までに再エネに100ギガワット（GW）という多額の投資を実施して
おり、産業、農業、林業において、政府が強靭な対策を実施しています。

インドネシア
再エネ、特に地熱発電に大きな潜在力を秘めています。

ナイジェリア
排出量削減の取組みを経済復興計画に結びつけるための投資を行ってい
ます。

ロシア
天然の二酸化炭素吸収材となる大きな可能性を秘めた森林を有してい
ます。

サウジアラビア
メガプロジェクトを通じたエネルギートランジションを推進するために、
経済的なオポチュニティを活用しています。

南アフリカ
電力セクターが、後に続くであろう他のセクターとともに、脱炭素に向けた
行動を開始しています。

タイ
グリーン産業基準、公共交通機関、電気自動車（EV）の製造キャパシティ
などに、セクターレベルの介入を開始しています。
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第3位第2位

上位6ヵ国
初回発行となる本稿では欧州6ヵ国が明らかにリードしています。
これらの国はすでに大幅な排出量削減を実現しており、それぞれ
の国がネットゼロの達成時期を公表しています。各国は自国の
目標を達成するための革新的な方法を検討していますが、どの国
も解決すべき大きな課題を抱えています。

ノルウェー第1位

ランキング
―  国の準備度合で第3位
 ―  政策と実現可能な環境で第1位
―  全セクターのスコアで第1位
 ―  運輸セクターで第1位
 ―  産業セクターで第2位

強み
―  再生可能電力発電の主要国として、近隣諸国に電気を
輸出している。

―  優遇税制を導入し、内燃機関の販売を禁止した結果、
電気自動車の普及で世界をリードしている。

―  産業セクターにおけるクリーン技術企業の数が最多で
あり、投資額および計画されている二酸化炭素回収・
貯留能力が最も高い水準にある。

課題
―  地理的な分散と環境に対する懸念の広がりによって、
再生可能エネルギー生産キャパシティの伸びが抑えられる
可能性がある。

―  歴史的に原油輸出に依存する経済構造となっている。

ネットゼロの達成時期：2030年 
（カーボンニュートラルの状態）

英国

ランキング
―  国の準備度合で第1位
 ―  政策と実現可能な環境で第2位
―  全セクターのスコアで第2位
 ―  電力と熱生産セクターで第2位
 ―  産業セクターで第3位

強み
―  政治的コンセンサスに加え、政府から独立した気候変動
委員会を含む明確な政策枠組みが確立されている。

―  電力セクターの大部分が脱炭素化され、石炭発電は
2024年に終了する予定。

―  建築物の省エネ性能に関する証明書が義務化され、
大規模な改修市場がある。

課題
―  非常に多くの住宅でガスボイラーの交換や断熱性を高める
改修が必要になるが、これを実現するためのしっかりした
計画がない。

―  ネットゼロ達成のために必要なライフスタイルの変化に
ついて、政治家がまだ市民と議論していない。

ネットゼロの達成時期：2050年

スウェーデン

ランキング
―  国の準備度合で第2位
 ―  対GDP排出原単位の削減実績で第1位
―  全セクターのスコアで第6位
 ―  建築セクターで第1位
 ―  運輸セクターで第2位

強み
―  スウェーデンは2017年に、法的に拘束力のあるネットゼロ目標
を定めた最初の国となった。政府、産業界のほか、多くの人々 が、
この目標の達成に取り組んでいる。

―  すべての電気がすでに低炭素電源で賄われている。また、
2030年までに運輸セクターにおける化石燃料の使用をゼロに
することを目指している。

―  新築に木材が利用されるようになっており、建築物のエネルギー
効率に重点が置かれている。

課題
―  世界をリードする企業がいくつもあるにも関わらず、他の民間
組織の動きはこれに比べて緩慢である。

―  これまでの経験が示唆しているように、個人の行動を変える
ためにインセンティブや価格面におけるシグナルが必要になる
可能性がある。

ネットゼロの達成時期：2045年
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第6位第5位第4位 デンマーク ドイツ

ランキング
―  国の準備度合で第7位
―  全セクターのスコアで第3位
 ―  運輸セクターで第3位
 ―  産業セクターで第4位

強み
―  緑の党が人気を集めていることから、他の政党のほと
んどが環境政策で強い姿勢を取っている。

―  鉄鋼生産にグリーン水素を使用するなど、事業会社が
脱炭素化の方法を研究している。

―  政府が、電気自動車の所有と充電施設の整備に関する
法制化を後押ししている。

課題
―  原子力発電の段階的な廃止を決定した結果生じたエネ
ルギーギャップを埋めるため、当面の間は石炭発電を
継続しなければならない。

―  風力発電は北部の海岸地帯で行われているため、ドイツ
の中央部と南部に電気を送るための送電網を増強する
必要がある。

ネットゼロの達成時期：2045年

フランス

ランキング
―  国の準備度合で第5位
 ―  政策と実現可能な環境で第3位
―  全セクターのスコアで第8位
 ―  電力と熱生産セクターで第5位

強み
―  無作為に選ばれた150人の市民から成る評議会など、
政策策定を共同で行う新しい試みを政府が行っている。

―  原子力エネルギーと洋上発電を含む再生可能エネルギー
を合わせると、この国の電気の91％が低炭素ということ
になる。

―  欧州のなかで最も早く国のクリーン水素戦略を策定した
国の1つ。

課題
―  自動車の燃料税の引上げに対して郊外や地方の住民から
強い反対があり、「黄色いベスト運動」と呼ばれる抗議
運動が起きている。

―  民間部門との協力を通じて、EUとの連携も視野に入れ
ながら、カーボンオフセット市場をさらに発展させる必要
がある。

ネットゼロの達成時期：2050年
ランキング
―  国の準備度合で第4位
 ―  対GDP排出原単位の削減実績で第2位
―  全セクターのスコアで第5位
 ―  電力と熱生産セクターで第1位
 ―  産業セクターで第5位

強み
―  デンマークは、国民の請願を受けて、毎年議会で気候変動戦略
について採決を行っている。

―  大部分の電気が再生可能なエネルギー源により発電されている。
国民1人当たりのクリーンエネルギー企業数が最も多い。

―  民間部門の専門知識を活用して、北海に洋上風力発電を行う
「エネルギーアイランド」という人工島を建設することを計画して
いる。

課題
―  農業・土地利用・林業セクターはデンマークの温室効果ガス排出
量のほぼ4分の1を占めており、大規模な養豚・酪農セクターが
その一因となっている。

―  森林伐採を助長する可能性のある農産物・農産品など、海外で
生産された商品の輸入を通じて、排出量が増加している。

ネットゼロの達成時期：2050年
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NZRIの
主な調査結果

1.  各国によるネットゼロ目標の採択と法制化に
遅れ

NZRIの対象である32ヵ国の排出量は、世界全体の排出量の
およそ4分の3に相当します。このうち、国内法で法的拘束力
のあるネットゼロのコミットメントを行い、政府にそれを実現
する法的義務を課している国は、現時点で9ヵ国に過ぎません。
これら9ヵ国（カナダ、デンマーク、フランス、ドイツ、ハン
ガリー、日本、ニュージーランド、スウェーデン、英国）の
排出量を合わせても、世界排出量の約8％に過ぎません。

NZRIに含まれるその他10ヵ国は世界排出量の43％を占めて
いますが、これらの国では政策文書や政治公約にネットゼロ
目標が設定されているものの、政府に達成義務を負わせる法的
メカニズムは構築されていません。したがって、このような
目標は、コミットメントというよりむしろ意向とみなされます。

NZRIに含まれる残りの13ヵ国は世界排出量の24%を占めて
いますが、自国のネットゼロ目標をまだ採択していません。

ネットゼロ達成という課題の緊急性と規模を考えると、各国
で法的拘束力のある目標の採択が遅々として進まない現状
は深く憂慮すべきものです。

Richard Threlfall
Global Head of KPMG IMPACT and Global Head of 
Infrastructure, KPMGインターナショナル

「民間セクターおよび金融セクターは低炭素成長の牽引役と
して、政府のネットゼロ政策の明確性と確実性を強く求めて
います。法的拘束力のあるネットゼロ目標を採択することは、
各国政府にとって、明確な政治的シグナルを送り、世界が
ただちに必要としている、よりクリーンかつグリーンな経済を
始動させるのに最善の方策です。」

2.  グローバル・ネットゼロという野心に潜む実現
能力の不足という弱点

実現能力はNZRIの主な評価基準の1つです。実現能力はNZRI
を構成する主な5つのセクターにおける低炭素市場の動向、
例えば、グリーンテクノロジーの特許数、クリーンテクノロジー
企業の数、イノベーション率などを反映しています（図1参照）。
KPMGの分析から、高所得国を含む多くの国でネットゼロの
実現能力がかなり不足していることが明らかになりました。
ただ、ネットゼロ目標に法的拘束力を持たせている、あるいは
政策に組み込んでいる国が、すべてのセクターでより高い実現
能力を示している点は注目に値します。
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図1. ネットゼロコミットメントの状況別に見た
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NZRIの対象国の半数以上は、特許およびクリーンエネルギー
企業のスコアがほぼゼロです。加えて大多数の国では、各セク
ターで、十分な規模のクリーンテクノロジー市場の開拓に苦戦
しています。

化石燃料に対する再生可能エネルギーの比率が依然として
低い国もたくさんあります。一方、運輸セクターでは、多くの
国で公共交通と電気自動車の充電設備への投資が遅れてい
ます。建築物の省エネ改修市場は、NZRIの対象国の多くで
小規模なままです。

産業セクターでは、ごく少数の国のみが、バイオガスや水素
生産を炭素回収設備と組み合わせるなど、相補的技術を結集
する低炭素産業クラスター計画を策定しています。ただし、
風力エネルギー、太陽光エネルギー、電気自動車、蓄電池
貯蔵のような技術はすでにいくつかの国で商業的に成熟して
おり、需要を刺激する支援メカニズムがあれば自立的な市場が
形成されることが実証されています。このような支援メカニ
ズムの例として、インフラ向けの割引融資、リスク低減メカニ
ズム、直接的な助成金などがあります。前述の計画による
プロジェクトが市場に参入するようになれば、金融セクター
からの投資増大と、エネルギーシステムの利害関係者による
リスク低減の強化が必要になります。

5つのセクターの平均では、ノルウェー、デンマーク、英国が
ネットゼロ実現能力の分野をリードしています。

―  ノルウェーがネットゼロ達成の実現能力で好成績を収め
られたのは、ノルウェー政府が、公共交通、電気自動車
充電市場の規模、熟考された低炭素産業クラスター計画
への投資でリーダーシップを発揮した結果です。またノル
ウェーは、「電力と熱生産」、「産業」、「農業・土地利用・
林業」および「運輸」の各セクターにおけるクリーンテクノ
ロジー企業の数でも、世界をリードする国の1つです。

―  デンマークは、人口比でのクリーンエネルギー企業の数
が最も多く、クリーンな運輸会社の数では2番目、農業・
土地利用・林業におけるクリーンテクノロジー企業の数
でも4番目に入っています。また、1人当たりのインフラ
投資額でも2位に入っており、公共交通機関への投資の
勢いが堅調であることがうかがえます。

―  英国は、クリーンエネルギープロジェクトの化石燃料プロ
ジェクトに対する比率で最も高いスコアを得ています。
また、公共交通機関、建築物の省エネ改修、低炭素産業
クラスターへの投資についても好成績を収めています。

上記の国以外に実現能力でスコアの高い国としては、クリーン
な運輸および国民1人当たりの産業脱炭素化関連特許数で
首位の日本、クリーンな電力と熱生産および建築物の省エネ
ルギー性能に関連する特許数でリードしている韓国が挙げら
れます。

KPMG IMPACTおよびインフラストラクチャーセクターの
グローバルヘッドであるThrelfallは、「現時点におけるNZRIで
分析対象となった国の80％が実現能力に乏しいという事実は、
ネットゼロへの世界的な移行のアキレス腱となるおそれがあり
ます」と述べています。「政府がどのような野心を抱こうと、
どのような約束をしようと、実現能力が伴わなければネット
ゼロを達成することは到底できません。」

「だからこそ、各国政府が排出量削減に必要なクリーンテクノ
ロジー企業の支援に注力することが極めて重要なのです。
ここで言う支援とは、研究開発への投資促進、中小企業に
よる初期段階の技術革新に対する支援メカニズムの整備、
低炭素製品・サービスの市場創出などのイニシアチブなどを
指します。」

3.  国の準備度合は概してセクターの準備度合に
反映されている

NZRIでは、各国の準備度合を、その国における脱炭素化に
対する政府のコミットメント、過去の脱炭素化の実績、脱炭素
化が実現可能な環境か否かに基づいて点数化しています。

ほとんどの国では、ネットゼロ実現に向けた国レベルの準備
度合が、5つの主要セクター（電力と熱生産、産業、運輸、
建築、農業・土地利用・林業）における準備度合に反映され
ていることがわかります（13ページの図2参照）。国レベルで
スコアが高い国はセクターレベルでもスコアが高い一方で、
国の準備度合のスコアが比較的低い国はセクターの準備度合
のスコアも低くなっています。国レベルでの政策実施状況、
すなわち何が行われ、何が行われていないかが、セクター
レベルでの進捗に強い影響を与えることが予想されるので、
このような国レベルの準備度合とセクターレベルの準備度合
との関連性は、直感的に理解できます。
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4. ネットゼロ達成の準備度合は繁栄と関連がある

 
NZRIは、国の準備度合と経済的な繁栄の間には明らかな相関関係があることを示しています 
（下記の図3参照）。国民1人当たりGDPが高い国はGDPが低い国よりNZRIスコアが高く、NZRI
スコアが低い国ほど1人当たりGDPが低い傾向にあります。

1人当たりGDPが1,000～2万米ドルの間にある15ヵ国が世界排出量のほぼ半分を占めています。
したがって、脱炭素化において成果をあげてきた高所得国が、これら15ヵ国のネットゼロ達成
に向けた準備度合の向上を支援することが重要です。

また、GDPの高い4ヵ国がNZRIで比較的低いスコアしか得ていないことも、我々の分析により
明らかになりました。この分析結果は、NZRIの対象国の一部がネットゼロ準備度合を向上させる
だけの経済力があるのに、その経済力をまだ十分に発揮していないことを示唆するものです。
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図3. 所得グループ別の平均ネットゼロ準備度指数
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また、NZRIはある国のネットゼロ実現能力とその国の経済的
な繁栄の間に直接的な相関があることを示していますが、これ
は驚くにはあたりません。下記の図4からわかるように、実現
能力に関するNZRIの平均スコアは、高所得国が中所得国より
7倍も高くなっています8。これは、最富裕国以外の国々の
ネットゼロ実現能力を向上させるという、重大な世界的課題を
浮き彫りにしています。中所得国が世界排出量の48％を占めて
いるという現状を鑑みると、この課題の重大性は明らかです。
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出典：KPMGインターナショナル（2021）、世界銀行（2021）

図4. 所得グループ別の平均実現能力

さらに気候変動対策資金を動員すれば、中所得国における
脱炭素化の推進に役立ちます。ユーラシアグループのエネル
ギー・気候・資源担当ディレクターであるMikaela McQuade
氏は、パリ協定第6条を活用して資金を解放することができる
と述べ、パリ協定の締約国は、その資金を使って国際的に
移転される緩和効果を作り出し、取引することにより、各国
ごとに決定される貢献達成のために協力できる、と主張して
います。氏は、「投資に加え、先進国から中所得国（その多く
が気候変動政策の枠組み作りを急いでいます）への知識、
情報、技術の流れを作ることで、コスト効率のよい排出量の
緩和をグローバルに推し進めることができます」と述べてい
ます。

民間セクターのコミットメントも、カーボンオフセットプロジェ
クトや市場投機、開発と投資の高まりに拍車をかけています。
2050年までの排出量ネットゼロの実現にコミットする法人
企業や投資家が増えているため、カーボンオフセットに対する

需要が急激に高まっています。国連気候アクション・ファイ 
ナンス特使であり、自主的炭素市場の拡大に関するタスク
フォースのトップを務めるMark Carney氏は、2020年11月に、
「最も費用対効果の高い、排出量削減の可能性を最大にする
方法は、開発途上国や新興国でネットゼロを実現すること
です」と述べました9。

投資家が気候変動関連の投資にとらわれすぎると、開発や
ネットゼロ準備度合における先進国と新興国の格差が広がる
おそれがあると、McQuade氏は警告しています。国のESG
スコアの評価では、評価の約90％が開発の度合によって決まる
ため、偏りが生じています。この評価に加え、気候変動に
対するレジリエンス（抵抗力、回復力）と準備度合（どちらも
開発途上国では低くなっています）を国家の信用力と結び
つける風潮が高まっていることから、資金が、それを最も必要
とする低・中所得国を迂回して富裕国へ向かう危険性が高く
なっています。
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KPMGの
洞察

結局、ネットゼロ達成の鍵は、世論と国民の行動変容を支えとして、公共セクター、民間セクター、金融
セクターが協力することにあります。KPMGネットゼロ準備度指数を作成するにあたり、さまざまな分野
で国際的に活動しているKPMGの専門家と、NZRIの対象とする32ヵ国のそれぞれで活動しているKPMG
の専門家へのインタビューを行いました。世界のネットゼロへの移行に関わる以下の洞察は、これら専門
家たちのインタビュー結果に基づいています。

1   ネットゼロ目標の設定は最初の一歩にすぎない
政府がネットゼロという野心を実現しようとする場合、暫定的
な削減目標やマイルストーンの設定に加え、炭素税や排出権
取引のような経済的な仕組みを盛り込んだ戦略と対策を明確
に定めることが重要です。セクターレベルで企業の実現能力
を喚起するためには、政府の明確な計画、政策、支援のメカ
ニズムが必要になります。

いくつかの国はネットゼロに到達するための詳細な計画を策定
済みであり、自国の目標を達成しつつあるようです。近年、
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のワクチンが前例の
ない早さで開発されたことは、地球規模の危機に際して人々
がその緊急性を理解し、対応した時に、科学的根拠に基づく
研究開発によってどれだけのことが成し遂げられるかを示す
ものです。

2   各国政府は、ネットゼロを実現するために金融
市場の力を上手に利用する必要がある

投資家と銀行は、投資判断や融資判断の際に、気候変動
リスクおよびネットゼロへの移行を考慮に入れるようになって
います。また、気候関連の金融商品、例えばグリーンファンド
や気候ファンド、グリーンボンド、気候ボンド、クリーンエネ
ルギー・輸送・産業へ資金を還流させるためのブレンデッド・
ファイナンスなどがますます増えています。

各国政府は、持続可能なファイナンス戦略、政策、規制の
枠組みなど実現可能な環境を創出することによって、これらの

資金調達へのアクセスを向上させることができます。カーボン
プライシングとクリーン投資に対する支援システムの存在は、
国が世界的な気候変動への取組みにコミットしていることを
金融セクターに示すものです。また、気候変動がもたらす
リスクと機会を十分考慮に入れた、信頼性のある国家的プロ
ジェクトを立ち上げることで、さらに投資家の関心を集める
ことができます。

3   企業に対する報告義務の導入は、ネットゼロへの
移行を加速させる

排出量や気候変動関連の金融リスク、ネットゼロへの移行の
準備に関する企業の透明性は、民間セクターの技術革新を
促し、金融セクターの力を活用するために不可欠です。この
ような情報開示の義務化は、英国とニュージーランドが、気候
関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言を受けて
すでに実施しています。これにより、投資家と金融機関はより
グリーンな投資・融資判断の基礎となるデータを入手しやすく
なります。

4   あらゆるレベルの政治的同盟・協力は影響力を持つ
EUの政策は、超国家的な同盟が複数の法域でどのように脱炭
素化を前進させ、ネットゼロ実現に向けた集団的準備度合を
高めうるかを示しています。他の通商圏はEUほど統合を必要
としませんが、通商圏が協調体制を取ることで、ネットゼロ
の実現に向けた加盟国間の連携を深化させる機会が生まれる
かもしれません。例えば、ASEAN（東南アジア諸国連合）は
この分野で英国政府と連携しています10。
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多くの国は、ネットゼロに向けた行動を国・地方レベルで調整
する機会を逸しています。州や都市などの地方自治体は中央
政府よりも機動的に動ける場合が多いため、技術革新やスキル
を育てることができ、それがやがて国の脱炭素化戦略を支える
ことになります。NZRIを作成するための調査で、州や都市の
レベルで実施されている先進的な脱炭素化プロジェクト、
イニシアチブの実例を数多く知ることができましたが、これら
は国の取組みのインキュベーターとしての役割を果たせるかも
しれません。地方のプロジェクトを国のプロジェクトに転換
するには克服すべき地理的・政治的障害物があるかもしれま
せんが、可能性はあります。

5   気候変動対策について国民の支持を取り付ける
ことを、政府の重点課題にするべき

気候変動の影響に対する国民の不安が増すにつれて、世界中
で気候変動対策を支持する声が高まり、公的セクター、民間
セクター、金融セクターへの圧力が生じています。しかし、
依然として反対の声もあります。例えば、現地の環境への目
に見える影響や信頼の欠如によって再生可能エネルギープロ
ジェクトへの反対が起こった結果、政治的意思が先延ばし
された例があるほか、徐々に後退した例もあります。こうした
ことから、ネットゼロ対策の実施にあたっては、国民に対し、
電気自動車は汚染度が低いこと、肉の摂取量を減らすのは
健康によいことなど、さまざまな利点を明確に伝えるべきです。

ネットゼロの実現に向けた取組みのなかには、とりわけ消費
者の行動変容を強く促す必要のあるものもあります。例えば、
農業は依然として政治的にセンシティブなセクターであり、 
一部の国では、家畜の放出するメタンガスの排出量削減など、
標的にされた政策の実施を保留する動きが見られます。一部
の法域ではたばこや砂糖などの製品に健康税を導入しています
が、このようなディスインセンティブは肉や乳製品のような
温室効果ガス排出量の多い食品にはまだ適用されていません。
政策立案者は、低炭素食材を選択するよう農業セクターと
消費者を丁寧な説明を通じて説得するにあたり、エネルギー
セクターでの脱炭素化の取組みから得た教訓を利用すること
ができます。

同時に、排出量に基づくディスインセンティブによって低・中
所得の消費者が不当に不利益を被らないようにしなければな
りません。それには、ディスインセンティブとインセンティブ
を組み合わせることが効果的です。例えば、ガソリン車および
ディーゼル車の禁止と、電気自動車の価格を下げるための
補助金の組合せなどです。各国政府はまた、化石燃料産業
や従来の自動車産業といった高炭素セクターで働く労働者に
ついても、職を守り、グリーンな雇用の機会を創出するイニ
シアチブを通じて、彼らの雇用不安の払拭に取り組まなければ
なりません。

6   地政学的緊張の継続は、ネットゼロの実現に
向けた各国の取組みを、協力ではなく気候変動
競争の場に変える可能性がある

エネルギーの新世界が形成されるにつれて、経済大国のいく
つかは、次世代のグローバルサプライチェーンで最も重要な
プレーヤーになろうと躍起になっています。世界的な気候変動
を抑止するという野心を実現するには確実に調整が必要で
あり、COP26はそうした動きの中心として位置付けられてい
ます。しかし、EUの提案した炭素国境調整メカニズムに
対して国際社会が示した反応は、自分たちが公平とみなすやり
方で野心の実現を目指す人 と々、炭素集約的な資産とそれに
関わる仕事を国際社会の圧力や競争から守ろうとする人 と々の
間で起きている、保護主義をめぐる衝突の1つにすぎないの
かもしれません。

規制、投資、インセンティブが広範囲に及ぶと、ネットゼロを
目指すことが国益に適うという理由で国益の追求がネットゼロ
産業で期待される開発を後押しするかもしれません。しかし、
気候変動対策がかつての宇宙開発競争や軍拡競争と同様に
次の技術をめぐる競争になった場合、進歩が一様ではなくなる
と考えられます。そうなった場合、不透明で一貫性のない保護
主義政策が横行する状況を進もうとする企業と投資家には、
数々のリスクとコストが生じるかもしれません。
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電力と
熱生産

電力ならびに熱生産セクターの脱炭素化に関しては数ヵ国で
進展が見られますが、NZRIに含まれる他のセクターに比べて、
かなりばらつきがあります。電力へのアクセス向上は、重要な
持続可能な開発指標であり、エネルギーシステム脱炭素化の
イネーブラー（目的達成を可能にするもの）です。NZRIの構成
国ではすでにほぼ100％、また、2019年時点で世界の全人口 
の90％が電力にアクセスできるようになっています11。つまり、
基本的なエネルギー安全保障に関する懸念によって制約を
受ける国は減少しており、再生可能エネルギー、エネルギー
ネットワークおよびレジリエンスといった分野に投資を増やせる
環境にあります。国によっては天候次第という再生可能エネ
ルギーの間欠性が難問になりうるものの、最近10年の間に
技術開発が進み、さまざまなエネルギー貯蔵技術が商業化
されたことで、レジリエンスの向上が可能になっています。
クリーンエネルギー関連プロジェクトの支援に対する投資家
の意欲は旺盛で、各国政府は支援メカニズムを提供し続ける
とともに、プロジェクト案件を増やす必要があります。

国連の気候変動政府間パネルが2014年に公表した評価報告書
では、石炭・石油からの脱却を補助する移行燃料として天然
ガスの利用が推奨されています。天然ガスが発電分野および
他のセクターで果たしているこのような移行的役割は、少なく
とも2025年まで続く見通しです。

実現能力

電力ならびに熱生産セクターに関するNZRIの上位5ヵ国は、
いずれも実現能力への投資を積極的に行っています。例えば、
チリで計画されている大規模なグリッド投資、英国における
クリーンエネルギーのインフラ開発をめぐる一連のプロジェ
クト、デンマークにおける活発なクリーンエネルギー市場など
が挙げられます。

ここ数年で発電の脱炭素化が世界中でかなり進歩しています
が、いまだ実行すべきことが多くあります。KPMG IMPACT
グローバル気候変動と脱炭素化リーダーを務めるKPMGアイ
ルランドのMike Hayesによれば、欧州諸国は今後10～15年
間で再生可能発電容量を4倍にする必要があるとのことです。
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68 67 63 62 58

電力ならびに熱生産セクターの脱炭素化準備度合上位5ヵ国

デンマーク 英国 チリ スウェーデン フランス

このように、再生可能エネルギー発電は温室効果ガスを放出
する発電に取って代わるだけでなく、運輸セクター、産業セク
ターなどでのグリーン電力に対する需要増に対応し、新たな
グリーン水素産業を促進するためにも、発電容量を大幅に
増やす必要に迫られるでしょう。「化石燃料由来の電気で電気
自動車を走らせても意味がありません」と、Hayesは述べて
います。

あらゆる種類の再生可能エネルギー発電で発電量の増加が
期待されています。洋上風力発電については、海底にタービン
を固定する方式に加えて、深海で稼働できる浮体式設備を
事業者が導入することで、海洋の新たな領域を発電に利用
できるようになります。Hayesはまた、次の10年間に太陽光
発電の利用が拡大するとともに、波力発電、潮力発電への
関心も再び高まると予想しています。英国は電力と熱生産に
おける準備度合で2位に入っており、将来性の見込める潮力
発電市場で世界のリーダーとみなされています。

NZRIは送電インフラに対する計画的な投資が足りないことを
明らかにしています。投資不足の状態は変えなければならない
と、Hayesは述べます。新しい電源を消費者に接続し、発電
容量の大幅な増加に対応するためには多額の投資が必要に
なるからです。

政府の行動

電力ならびに熱生産セクターにおける準備度合が上位の国は、
政府の行動でも高いスコアを得ています。多くの国で、再生
可能エネルギーの中期目標、電気事業者に対する再エネ購入
義務、取引可能な再エネ証明書、消費者が電力を売って
グリッドに戻すことができるネットメータリング、低炭素水素
戦略と支援制度などの仕組みが実施されています。一部の国
では、企業のネットゼロへの移行を支援するため、規制・法令
を改正して企業が再生可能エネルギー由来の電力を買い取り 
やすいようにするなど、政府の介入が必要になるでしょう。
規制環境はますますネットゼロを後押しする方向に動いている
と、Hayesは述べています。現在の再エネ電力目標は全発電
量の約20％ですが、2021年7月の欧州グリーンディールは、
EUの再エネ電力の2030年目標を32％から40％に引き上げま
した。

熱生産セクターは電力セクターに比べて脱炭素化が遅れて
いるため、今後10年の間に集中的な取組みが必要になると、
Hayesは述べています。熱生産は、電力とは異なり、個人の
住宅で化石燃料の燃焼により作り出されている場合がほとんど
です。電気で作動するヒートポンプなどの代替機器は設置費
が高くつき、また、グリーン水素は今のところ価格の面で競争
力がありません。

NZRIは各国がインセンティブの付与や支援メカニズムを十分
利用していない実態を明らかにしていますが、Hayesは政府
が介入すべきだと考えています。「政府は支援と関税を通じて
介入し、再生可能エネルギーの促進を後押ししてきました。
熱生産の脱炭素化の促進についても、もっと介入する必要が
あります。」

NZRIの調査結果では、実現能力と再生可能エネルギーの導入
を段階的に進めるための支援策メカニズムの間に明らかな相互
依存関係が見られます。政府は電力セクターと熱生産セクター
の脱炭素化に関して、例えば、計画許可の取得や電力グリッド
への接続をより迅速かつ簡単に行えるようにするなど、プロ
ジェクト開発者にとっての障壁を下げることを検討すべきです。
このような事業に資金を提供するための資本は豊富にあります。
Hayesはこれに付け加えて、「規制障壁を自由化すれば、投資
家が流れ込んできます。問題はプロジェクトが足りないこと
です」と述べています。

デンマークのスコアは、強い意欲を長期間維持しながら、
複数の措置を短期間に集中的に実施した結果です。これに
より、デンマークは電力ならびに熱生産セクターで再生可能
エネルギーの普及率が高まり、グリーンテクノロジー分野で
産業のリーダーシップが活性化しました。

Mads Fink-Jense
Partner, ESG Lead
KPMGデンマーク
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国 国内排出量に占める割合 セクターの準備度合 脱炭素化の状況 政府の行動 実現能力

デンマーク 25%

英国 25%

チリ 33%

スウェーデン 19%

フランス 15%

ニュージーランド 8%

ノルウェー 32%

カナダ 28%

ドイツ 39%

韓国 53%

米国 36%

スペイン 29%

イタリア 30%

日本 48%

シンガポール 41%

オーストラリア 36%

ハンガリー 23%

ブラジル 7%

ポーランド 41%

メキシコ 30%

アルゼンチン 17%

中国 43%

マレーシア 34%

トルコ 33%

UAE 30%

セクター別成績表－電力と熱生産

出典：KPMGインターナショナル（2021）

成熟度の段階
（低から高へ）
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運輸

運輸セクターにおける脱炭素化競争ではいくつかの国が先頭 
を走っていますが、大半の国は内燃機関を使用した車の販売
を禁止する期日をまだ設定しておらず、この措置の政治的・
経済的影響に苦慮していることがNZRIから読み取れます。
NZRIの調査は、国内旅行に鉄道を利用する割合が低いこと、
また、電気自動車の導入が十分でないことも明らかにしてい
ます。後者は、政府のインセンティブの不足や充電インフラ
の整備遅れによるものです。

ノルウェーは運輸セクターの脱炭素化で先頭に立っています。
内燃機関の販売禁止期日をすでに設定し、公共交通機関に
多額の投資を行う一方で、電気自動車の導入へのインセン
ティブを最優先しています。ノルウェーの充電インフラ市場は
かなりの規模ですが、それでも充電ステーションに対する需要
を満たすのに苦慮しています。このことは、脱炭素化の取組み
においてそれを支えるインフラの整備がいかに重要かを浮き
彫りにしています。

公共交通機関と移動の共有

中国は運輸セクターのNZRIで4位ですが、鉄道による移動が
国内移動の過半数を占める（距離で測定した場合）唯一の国
です。このことは、多くの国における公共交通機関への投資
の必要性を示唆しています。公共交通機関の便をよくすること
に加えて、各国政府は、公共交通料金に補助金を出すなど、
利用を促すためのさらなる方策を採る必要があります。この
点、地方は、いまだに公共交通機関よりも個々人の移動手段
に依存しているため、地方におけるスムーズで切れ目のない
移動手段は、特に重要な役割を果たします。

KPMGドイツで運輸・ロジスティクスグローバルヘッドを
務めるSteffen Wagnerは、自動車ユーザーに移動と車両を
共有するよう説得するには、決定的な変化が必要であると
述べています。「ほかに誰も提供しそうにないので、公共部門
が、インセンティブはもちろんのこと、プラットフォームを提供
する必要があります。」
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運輸セクターの脱炭素化準備度合上位5ヵ国

ノルウェー スウェーデン ドイツ 中国 韓国

中国では、2017年にカーシェアリング向けインセンティブ制度
を導入後、国内で大規模なライドシェアサービスを提供する
企業が複数展開しており、今回の指標では、カーシェアリング
の利用率が最も高くなっています。最近では、ドイツのハノー
バーとハンブルグが同じようなサービスの開設に取り組んで
いますが、このサービスにはフォルクスワーゲングループの
子会社MOIAのプログラムが含まれており、電気自動車を使用
し、公共交通機関で相乗りタクシーとバス乗車の間にある
ニッチ市場をターゲットにしています12。

電気自動車
各国は、自動車に内燃機関を使用することを中止または制限
する必要があります。NZRIの対象である32ヵ国のうち、18ヵ国
はまだ内燃機関搭載車の販売終了日を設定していません。
Wagnerは、電気自動車の増加に応じて必要な充電インフラ
を増やし、標準化することにも課題があると言います。

ノルウェー以外の国では、電気自動車の国内普及率は低い水準
にとどまっています。一方、中国は電気自動車の台数が最も
多く、車両とバッテリーの双方に多額の投資を行っています。
世界的に普及が伸び悩んでいるのは、充電インフラの整備が
不十分であることや、インセンティブメカニズムが少なすぎる
ことが要因の一部かもしれません。ノルウェーから学べること
はいろいろあります。ノルウェーは早くから地方自治体の電気
自動車用の充電インフラに資金提供を行うとともに、電気自動
車の普及促進のために税控除や駐車料金・通行料の免除措置

を導入しました。運輸においては、その他の道路車両、列車、 
フェリーも脱炭素化される必要がありますが、そのうちのいく
つかはグリーン水素電池などの代替技術を必要としています。

車両の脱炭素化だけでなく、貨物輸送業者はより高い透明性
を確保する必要があります。今のところ、1つの託送貨物が
複数の業者によって取り扱われる可能性があるため、総排出量
の評価が難しい状況です。一部の企業は、他社に先駆けて
物流の脱炭素化を進めています。例えば、ドイツのDeutsche 
Post DHLは、電気自動車「ストリートスクーター」を自社開発 
し13、オランダのHolland Shipyards Groupは、ロッテルダム
とアントワープ間のコンテナ輸送に使用されている船舶に
水素燃料電池を搭載する改良を行いました14。政府にも果たす
べき役割があります。スイスでは2021年6月に、全州議会が
Cargo sous terrainという小型貨物向けの新しい運搬システム
（トンネルと電気自動車を利用して物流センターと都市を結ぶ
予定）の開発を承認しました15。

能動的なモビリティ
各国政府はまた、よく計画されたコンパクトな都市・町におい
て、人々にもっと徒歩や自転車での移動を促す必要があります。
Wagnerは、道路から物理的に分離され、人々が自転車でより
安全に移動できるよう交差点の再設計が行われたデンマーク
の首都コペンハーゲンの自転車専用道路網を例に挙げて、
都市計画が徒歩や自転車での移動を増やすうえで重要な役割
を果たす、と述べています。これらの対策の結果、2018年

には、コペンハーゲン市におけるすべての移動の28％が自転車
での移動になり、通勤・通学のための自転車による移動の比率
は49％に上がりました16。このような進展は末端消費者の移動
以外にも見られます。電動アシストカーゴバイクや、比較的
狭い地域内で使用される配送ネットワークのマイクロハブ
（小規模配送センター）のインフラを使用する都市のラスト
マイル（配送センターからユーザー指定の届け先まで）貨物
配送サービスにも、大きな可能性があります。

しかし、多くの都市は、低密度開発のため移動距離が長い
こと、住民が、公共交通機関の利用よりも車での移動に慣れ
ていること、歩行者のための歩道が存在していないことなどの
課題に直面しています。また、自動車の道路スペースを自転車
に割り当てることへの現地の反対意見も、自転車専用道など
のインフラ建設を難しくしています。そのような場合は、イン
フラ建設のメリットについて政府が人々に説明し、納得しても
らうよう努める必要があります。道路スペースを公共スペース
として賢く使うというコンセプトは、炭素排出削減という目標
とともに、将来の複合交通で重要な役割を果たすことになる
でしょう。この目標は、政府が統合的なアプローチを選択し、
ビジョンを現実にするための計画的な行動を取った場合にのみ
達成することができるのです。

ノルウェーにおいて、市場への電気自動車の導入が成功し、
電気自動車が人々に受け入れられたのは、いろいろな意味
で、ムチよりアメを使ったからです。税金と料金を引き下げる
ことで、電気自動車をより魅力的なものにしたのです。ここ
数年のうちに、運輸セクターで進められる化石燃料から電力
への切替えのために、国全体でエネルギーインフラへの莫大
な投資が必要になります。

Johanne Solum Ness
Senior Associate
KPMGノルウェー
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国 国内排出量に占める割合 セクターの準備度合 脱炭素化の状況 政府の行動 実現能力

ノルウェー 27%

スウェーデン 36%

ドイツ 20%

中国 8%

韓国 14%

デンマーク 28%

フランス 31%

シンガポール 11%

英国 28%

日本 17%

スペイン 29%

ブラジル 14%

米国 30%

ポーランド 17%

イタリア 26%

カナダ 26%

アルゼンチン 13%

ハンガリー 23%

マレーシア 17%

オーストラリア 16%

UAE 16%

メキシコ 24%

ニュージーランド 21%

トルコ 17%

チリ 27%

セクター別成績表 ― 運輸

出典：KPMGインターナショナル（2021）

成熟度の段階
（低から高へ）
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建築

建築セクターは、脱炭素化準備度合における各国間のばら
つきが比較的小さいセクターです。これは、建築物の省エネ
ルギー性能に対する一貫した政策対応と、環境配慮型建築物
の普及を後押しする継続的な取組みによるものです。NZRIの
対象国は、平均すると、既存の建築物の改修よりも新築の
省エネ建築物に対する施策で成果を挙げています。

全体的に見て、建築物の脱炭素化に向けた取組みは不十分
に見えます。この背景には、異常気象現象による電力需要の
増大と、建築セクター全体のエネルギー消費の伸びがあります。
建築物の排出量は2013年から2016年にかけて横這いでした
が、それ以降、建築物から直接・間接に放出される温室効果
ガス排出量は増加しています。この排出量の増加は、床面積
1平方メートル当たりのエネルギー使用量で測定される排出原
単位は減少しているにもかかわらず、冷暖房の需要が増えて
いることが原因です。2019年は観測史上2番目に暑い年で、
この年の猛暑が電力需要増の一因となりました。

気候学者は、将来的に異常気象はより頻繁に発生するように
なると予測しているため、建築物の省エネルギー性能を早急に
改善する必要があります。さらに建築物は、家庭および企業に
おける資産として、気候変動リスクに対するレジリエンスを
高める必要があります。建築セクターの気候変動リスクに
対するレジリエンスは、エネルギーシステムのレジリエンス、
特に電力と商業用暖房システムのレジリエンスと密接に関連
しています。

改修という課題
NZRIの対象国の大多数が、既存建築物の改修に関する施策
を支援していますが、多くの国で改修が、脱炭素化に向けた
取組みにおける大きな課題となっています。英国を除き、改
修市場が未発達であるすべての国で改修サービスへの投資に
対する強いニーズがあることを、NZRIは明らかにしています。
省エネルギー性能の改善により排出量だけでなく出費も抑え
られるにもかかわらず、既存建築物の脱炭素化が遅れている
要因として、関心の欠如、資本コスト、メリットの認識不足な
どが挙げられます。KPMGインドで気候変動・脱炭素化グロー
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66 65 64 64 63

バル共同ヘッドを務めるAnvesha Thakkerは、次のように
述べています。「省エネ対策以外に、敷地内の太陽光発電や
蓄電池付き太陽光発電のような脱炭素化ソリューションを検討
する必要があります。スペースが制約要因である場合は、敷地
から離れた場所にある再生可能エネルギー発電所から電力を
調達するソリューションも利用できる場合が多く、検討に値し
ます。」

既存の建築物を改修するという選択肢が企業で検討されない
場合が多いと、Mike Hayesは述べています。また、改修作業
は家主とテナントの間で話がまとまらなかったり、省エネプロ
ジェクトを立案しても会計規則のせいで企業のバランスシート
が意図しない結果になったりすると、Hayesは付け加えてい
ます。

政府が取るべきアクション

新築の場合、スマート（IoT技術を駆使した）、かつグリーン 
（環境に優しい）で、効率的な建築物とするような規制が必要
になります。国際エネルギー機関（IEA）の計算によると、同
機関の2030年までの持続可能なシナリオを後押しするには、
新しい高性能建築を2億7,500万平方メートルから50億平方メー
トルにまで増やす必要があります17。多額の費用がかかること
から、市場原理だけでこれを実現するのは難しいと思われます。

32ヵ国中23ヵ国の政府が建築物のエネルギー効率に関する
認証を義務化して省エネを最優先していることを、NZRIは明ら

かにしています。しかしながら、国際連合枠組条約（UNFCCC）
事務局（UN Climate Change）の国が定めた貢献度（NDC）
に含まれている建築セクターの排出範囲内におさまっている
国は、カナダと日本だけです。NDCは、建築物および建設の
グローバルアライアンス（GABC）が、より野心的で大規模な
行動をより迅速に推し進めるために、長期戦略および規制措置
とともに極めて重要であるとみなしているメカニズムです18。

実現能力

NZRI対象国では、グリーン建築物市場が揺籃期にあります。
ただし、建築セクターで2位と3位に入っている日本と韓国は、
どちらも建築物の省エネルギー性能とカーボンマネジメント
のソリューションを積極的に開発しています。

建築セクターのプロジェクトに関しては、今後、質の高い法人
テナントを引き付けるために、集積型の太陽電池や水素燃料
電池などのグリーン電力へのアクセスを提供し、厳しい環境
基準に合わせてプロジェクトを策定する必要が高まるだろう
と、Hayesは述べています。対外直接投資を計画している
企業、特にデータセンターのような大量の電力を必要とする
施設を運営する企業は、ますますグリーン電力へのアクセス
を強く求める可能性があります。「有益な直接投資を呼び込む
プログラムを採用している国にとっては、そうした企業に再生
可能エネルギーを保証できることが大変重要になります」と、
Hayesは述べています。

建築セクターの脱炭素化準備度合上位5ヵ国

スウェーデン 日本 韓国 英国 ドイツ

スウェーデンの不動産業界では長い間、持続可能性に関わる
問題に対して人々が高い関心を持ち、成果をあげてきました。
特に、省エネルギー性能を優先する新築建物や、コンク
リートに代わる木の使用の増加で成功を収めています。ただ、
ますます異常気象が頻発する状況に直面して、既存建築物の
改修はますます難しくなっています。

Torbij örn Westman
Partner, KPMGスウェーデン
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国 国内排出量に占める割合 セクターの準備度合 脱炭素化の状況 政府の行動 実現能力

スウェーデン 3%

日本 9%

韓国 7%

英国 20%

ドイツ 15%

デンマーク 6%

フランス 16%

ノルウェー 3%

イタリア 17%

ハンガリー 17%

ポーランド 11%

スペイン 8%

トルコ 10%

UAE 0%

カナダ 10%

米国 9%

中国 4%

シンガポール 1%

ニュージーランド 2%

メキシコ 3%

ブラジル 2%

チリ 6%

アルゼンチン 8%

オーストラリア 2%

マレーシア 1%

セクター別成績表 ― 建築

出典：KPMGインターナショナル（2021）

成熟度の段階
（低から高へ）
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産業セクターは、脱炭素化の進捗状況、政府の行動、実現
能力のすべてにおいて、32ヵ国のばらつきが最も大きいセク
ターです。産業セクターの直接排出量は2021年以来横這いの
状態ですが、非エネルギー集約型産業で若干減少しています。
産業の脱炭素化にとって重要な要素は、省エネルギー性能、
クリーンエネルギーとクリーン燃料、炭素回収・貯蔵（CCS）
などの低炭素プロセス、材料効率に関する野心的な改善で
あると、IEAは述べています19。

政府が取るべきアクション
KPMG英国でエネルギー部門リードアドバイザリー兼ディレ
クターを務めるWafa Jafriは、一部の国では、非エネルギー
集約型産業の利用者が自ら生産した再生可能エネルギーを
買い取ることを阻止している規制障壁を撤廃すれば、パフォー
マンスを改善できると述べています。「脱炭素化市場は進化し
つつあり、多くのエネルギー企業が脱炭素化ソリューション
に参加したいと考えています。しかし、その動きを前に進める
ための適切なメカニズムがあることが必要です。」

NZRIはCCSに関して、先頭を走っているノルウェーとこれに
続く英国、米国を除き、方針の実施が低調であること、今まで
に計画された容量がむしろ減少していることを警告しています。
Jafriによると、エネルギー集約型産業には、炭素税の賦課に
加えて、産業プロセスの脱炭素化やCCSプロジェクトの立上げ
を助成するための財政支援など、政府の関与を増やす必要が
あります。「低炭素技術への適切な投資がなければ、現状と
ネットゼロ達成までの差を埋めることはできません」とJafriは
言います。Mike Hayesはこれに付け加えて、「炭素税の引上げ
や国境炭素調整措置のような措置の影響を、投資家は投資
判断の材料として検討すべきです」と述べています。

循環性と効率性の改善
改善が期待される領域は、産業のエネルギー消費に対する
生産性です。産業の省エネルギー施策導入促進により、エネ
ルギー消費の生産性を向上させることができます。もう1つの
領域は、材料投入に対する生産性です。32ヵ国中29ヵ国が、
循環経済政策または資源回収政策を法律、戦略または行動

産業
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82 72 71 70 70

産業セクターの脱炭素化準備度合上位5ヵ国

日本 ノルウェー 英国 ドイツ デンマーク

計画という形で取り入れています。

サプライチェーン
現時点で報告された産業排出量に含まれているのは、企業の
活動に関連する温室効果ガス排出量だけで、企業または企業
の使用するエネルギーに直接由来しない、いわゆるスコープ3
排出量は含まれていないと、Jafriは述べています。ジェット
エンジンのような機器の場合、エンジンの運用による排出量
は、エンジンの組立てに要する排出量をはるかに上回ります。

つまり、産業は現在報告されている数字が示唆するよりも、 
はるかに大きなインパクトを与えているのです。そこで、スコー
プ3排出量に早急に対処する必要があります。顧客と投資家か
らの圧力に対応して、排出量削減目標のなかでスコープ3排出
量に対する説明責任を果たしている企業の数は増加しています。

資金調達の新方式
NZRIは、産業セクターに関して、クリーンテクノロジー市場が
未成熟である、脱炭素化技術の特許数が少ない、開発中の

低炭素産業クラスターを有している国が9ヵ国にすぎないなど、
実現能力がいまだに低い状況にあると警告しています。

Jafriはこれに関して、「よりクリーンな産業技術を開発する意欲
を持っている人はたくさんいるものの、そのような研究に対する
初期段階での資金が不足しています。この種の資金調達は、
従来のベンチャーキャピタルモデルに当てはまらないためです」
と述べています。「人々は研究に資金を調達する方法を知らな
いのです。したがって、現在使える資金は政府の助成金だけ、
ということになります。」1つの回答として、投資会社がグリーン
な産業技術のための技術革新ファンドを設定することが考え
られます。

この方式は、脱炭素化における格差を埋めるために不可欠な、
グリーン水素、CCS、炭素使用のような技術への投資が必要
な場合に、とりわけ金属、化学製品、セメントといったいわ
ゆる削減の困難な（harder to abate）セクターで重要になると、
Thakkerは述べています。またThakkerは、「これらの産業は
積極的に戦略を検討し、テストを行っていますが、グリーンな
産業技術の本格的な商業化には時間がかかるかもしれません。
そうなれば、技術革新へのさらなる投資が必要になるでしょう」
と付け加えています。

企業は、サプライチェーン全体を通じた実際の排出量を測定
することに関し困難に直面しています。ネットゼロを実現する
には莫大な投資とコスト増が想定されますが、企業として重大
な投資決定を行うためには、自社の事業環境を深く理解する
必要があります。まずは実際の排出量を理解することが、
グリーンな産業技術の広がりとネットゼロ実現に向けたエネ
ルギーソリューションへの投資促進に寄与するでしょう。

鵜飼 成典
KPMGジャパン　エネルギー＆インフラストラクチャーセクター
パワー＆ユーティリティセクターリーダー
株式会社 KPMG FAS　ストラテジーグループ
執行役員　パートナー
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国 国内排出量に占める割合 セクターの準備度合 脱炭素化の状況 政府の行動 実現能力

日本 24%

ノルウェー 26%

英国 16%

ドイツ 19%

デンマーク 17%

イタリア 19%

スウェーデン 25%

フランス 20%

米国 18%

スペイン 21%

カナダ 23%

オーストラリア 18%

ハンガリー 21%

ポーランド 22%

ニュージーランド 15%

メキシコ 25%

韓国 24%

中国 40%

シンガポール 47%

チリ 23%

マレーシア 22%

アルゼンチン 20%

ブラジル 12%

トルコ 30%

UAE 53%

セクター別成績表 ― 産業

出典：KPMGインターナショナル（2021）

成熟度の段階
（低から高へ）
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農業・土地利用・
林業

NZRI対象国の大多数は食品ロスに対して強い政策対応をして
いますが、小売り・消費者レベルでいまだにエンドユーザーの
廃棄がかなり多いことをデータが示しています。気候変動を
意識した食生活を促すには政府の介入が必要であるにもかかわ
らず、どの政府も炭素集約型食品に対する課税を行っていま
せん。

農業での土地利用効率は極めて低く、研究開発への投資の

不十分さやクリーンテクノロジー市場の未発達を反映してい
ます。生産性と効率を持続可能な形で高めるためには、この
領域の技術革新が不可欠です。

同様に、世界の森林を保護するために行うべきことがまだあり
ます。長期的管理下に置かれている保護区にある森林の比率
は比較的低いままであり、持続可能な管理を強化するための
措置である森林認証が十分活用されていません。

持続可能な形で世界に食料を供給する
世界保健機関によれば、2016年に世界中で約20億人の人々
が肥満気味か肥満でしたが20、国連食糧農業機関（FAO）の
2019年報告書の推定によると、約20億人の人 （々ほとんどが 
低・中所得国の住民）は安全で栄養価のある十分な食糧を
定期的に入手できていないということです21。食料安全保障の
問題に加え、経済学者のNicoletta Batini氏はその著書「The 
Economics of Sustainable Food」のなかで次のように述べて
います。「従来の農業・漁業で使用されている手法が、この
惑星に修復できないほどの損害を与えていることを科学は
明らかにしています。工業型農業・漁業は、人口が増え続ける
世界に食料を供給することができないのではないかという懸念
が強まっています22。」

農業セクターに求められているのは、栄養の質を高めながら
より多くの食料を生産すると同時に、自然資本の使用を減らし、
社会の利益のためにエコシステムの開発を支えることだと、
KPMGニュージーランドのアグリビジネスグローバルヘッドで
あるIan Proudfootは述べています。「これらの目標をすべて
同時に実現するシステムが求められているということは、排出
量ゼロへの移行が、実は、バランスを取る必要のある非常に
複雑な方程式の変数の1つにすぎないことを意味しています。」

テクノロジー
NZRIに含まれるほとんどの国が持続可能な農法の研究開発
に投資しているものの、実現能力の改善はまだ不十分です。
世界最大の農業セクターを有する中国は、農業・土地利用・
林業セクターにおける排出削減技術関連特許の数で他国を
大きく引き離しており、デンマーク、韓国、米国がこれに続い
ています。しかし、これらの国を除いて、農業セクターは非常
に開発が遅れているセクターです。

農業セクターで首位に立つニュージーランドは、農業のクリーン
テクノロジー企業が数多く存在します。次いでクリーンテクノ
ロジー企業の数が多いのがシンガポール、ノルウェー、デン
マークです。農業セクターには、今後10年で進歩が見込まれる
技術分野がいくつかあります。遺伝子編集は大きな進歩を可能 
にしますが、各国の政府は反対しています。政府の見解は、
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59 56 50 50 49*
旧来の、あまり高度ではない遺伝子組換え技術に基づいて
いることが多いと、Proudfootは述べています。農業と食糧
生産に関しては、データと人工知能、新たな生産システム、
廃棄物系バイオマスのより広範な使用、ラボで育てられた
培養肉のような動物製品の代替品などの分野の研究に、多額
の投資が集まっています。

また、消化過程で産出するメタンを減らすための海藻サプリ
メントや昆虫のタンパク源としての利用など、家畜からの排出
量を減らす方法、動物飼料を栽培するのに必要な土地を減らす
方法もあります。生物の相互依存をサポートする現代版の再生
（型）農業（regenerative farming）を導入すれば、土壌中に
炭素を固定するなどの脱炭素化サービスを提供しつつ、生産
を増やすことができます。

森林と海洋
NZRI対象国の多くが森林再生構想に投資していますが、課題
にも直面しています。中国の10億本植樹プロジェクトは1978年
に開始されました。計画にいくつか問題があったものの、森林
面積を12％から約22％に増やす一助となりました23。トルコは
2010年から2020年までの森林面積の正味増加分がEU域内
で最も多かった国として国連食糧農業機関に認められました
が、2020年に山火事により痛手を受けました24。森林再生の
ほかにも、既存の森林を保護するために行うべきことがまだ
あります。カナダは第三者認証の森林面積が最大の国として、

NZRIにおける森林認証の項目で最も高いスコアを得ました25。

Proudfootは、カーボンオフセットについても考慮する必要が
あると述べています。現在のスキームの多くは、関連する土地
が食糧生産が行われていない土地であるかの検討をせずに、
植林が行われているためです。既存のカーボンオフセット事業
のなかには、北米で夏に発生する森林火災に見られるように、
気候変動リスクに晒されているものもあります。つまり、気候
変動リスクを考慮することを、カーボンオフセットと植林事業
に不可欠な要素とする必要があるのです26。

海洋は食糧生産と気候変動影響の緩和の両方で大きな役割
を果たしており、人間が生み出す二酸化炭素のおよそ70％は
海によって吸収される27と、Proudfootは付け加えます。さらに、
「海洋植物のなかに炭素を封じ込めることの実用性に関する
研究を、最優先にする必要があります」と述べています。

食品ロス
多くの政府が食品ロスに関する施策を策定しているものの、
高所得国ではエンドユーザーレベルでの廃棄物がいまだに
あまりにも多いことを、NZRIは示しています。エンドユーザー
による食品ロスの割合が最も大きいのは米国、次いでカナダ、
オーストラリア、ニュージーランドの順となっています。消費者
と小売セクターに廃棄物をできるだけ少なくしようとする意欲
を起こさせるために、やるべきことはまだたくさんあります。
シンガポールでは、Towards Net Zero Waste Initiative（廃棄

物ネットゼロを目指すイニシアチブ）の一環として、小売サプ
ライチェーンにおける廃棄物の最小化に役立つ食品廃棄物
最小化ガイドブックを作成したほか、意識向上と消費者の選択
肢を誘導することを目的とした、食品廃棄物削減の宣伝キャン
ペーンとアウトリーチプログラムを実施しています28。

食生活の変更
多くの先進国では、特に動物性食品の摂取を控えることが
推奨されています。COVID-19により、動物性食品の過剰
摂取に関連する肥満や糖尿病などの健康上のリスクに加えて、
これらの排出量の多い食品が気候変動に与える影響について
も注目されています。

米国は肉と乳製品への依存度が高く、カロリー供給量がFAO
推奨の1人当たり摂取量を超えて最も高いという点で、NZRI
対象国のなかでも明らかに飛び抜けた存在です。食事内容の
変更は、国民による多大な努力を必要とします。「しかし、
それはおそらく、フードシステムが気候変動への影響削減に
向けて取りうる最も重要な方策です」と、Proudfootは述べて
います。

政府とニュージーランドの食品および天然繊維製品セクター
は、持続可能な方法による排出量削減に焦点を当てている、
気候アクションパートナーシップ、He Waka Eke Noa
（私たちはみんな一緒にこの状況にいる）に参加しています。
このパートナーシップは、炭素ゼロという望ましい結果の
実現に向けた道筋の設計に、産業が一体となって参加する
機会を生み出しています。それは、政府が現在の実績に応じ
て規制措置を取るという従来のアプローチとは異なるもの
です。

Ian Proudfoot
Global Head of Agribusiness
KPMGニュージーランド

ニュージーランド 中国 米国 スウェーデン シンガポール

農業・土地利用・林業セクターの脱炭素化準備度合上位5ヵ国

* シンガポールは農業・土地利用・林業の脱炭素化で高いスコアを得ていますが、農産物を輸入に頼っているため、国内排出量に占める農業セクター
の比率が極めて低くなっています。
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国 国内排出量に占める割合 セクターの準備度合 脱炭素化の状況 政府の行動 実現能力

ニュージーランド 55%

中国 6%

米国 7%

スウェーデン 16%

シンガポール 0%

デンマーク 24%

ノルウェー 11%

カナダ 13%

フランス 18%

日本 2%

英国 12%

韓国 2%

ドイツ 7%

マレーシア 26%

イタリア 8%

ハンガリー 16%

ブラジル 65%

チリ 10%

ポーランド 8%

スペイン 13%

オーストラリア 27%

アルゼンチン 43%

メキシコ 17%

トルコ 10%

UAE 1%

セクター別成績表 ― 農業・土地利用・林業

出典：KPMGインターナショナル（2021）

成熟度の段階
（低から高へ）
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国 ネットゼロ準備度合 国としての準備度合 セクター準備度合

ノルウェー 49.2 82.1 60.0

英国 48.4 86.3 56.1

スウェーデン 44.7 83.8 53.4

デンマーク 43.8 79.3 55.2

ドイツ 40.4 72.1 56.0

フランス 39.8 78.9 50.5

日本 37.6 67.1 56.0

カナダ 34.2 74.9 45.7

ニュージーランド 32.1 66.5 48.3

イタリア 29.9 62.5 47.8

韓国 29.1 57.3 50.7

スペイン 28.0 61.2 45.8

ハンガリー 28.0 66.3 42.3

米国 27.9 61.5 45.3

シンガポール 25.6 57.2 44.7

チリ 24.2 58.5 41.4

オーストラリア 23.5 57.1 41.1

ブラジル 22.5 58.2 38.8

ポーランド 20.0 46.5 43.1

中国 19.4 46.7 41.5

マレーシア 16.5 45.1 36.5

アルゼンチン 15.7 46.1 34.2

メキシコ 14.6 42.9 34.1

トルコ 13.5 42.6 31.7

UAE 12.8 43.1 29.7

NZRI上位
25ヵ国
結果
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4位

8位

日本

ネットゼロ準備度指数

7位 セクターの
準備度合

国の
準備度合

日本は水素サプライチェーンやグリーンビルディング
などの技術開発の面で非常に優れていますが、化石
燃料融資への依存度、再生可能エネルギー開発の
停滞、原子力発電への否定的な国民感情などの
課題を抱えています。

政治的意思

日本はNZRIの総合7位となっています。補助金を通じた現在の
輸入化石燃料への依存からの脱却や、2020年10月に菅義偉前
首相が発表した2050年ネットゼロ目標を達成するための財源は
確保できそうです60。2021年4月、菅前首相は2030年の排出削減
の中間目標を、2013年比26％から46％に引き上げました61。
しかし、当分野での信頼性を得るために、政府は化石燃料融資の
削減と、国際的な石炭融資を継続するかどうかという論点に取り
組む必要があります。

クリーンエネルギーの導入

また、日本にはよりクリーンな電力の導入に対し、多くの制約が
あります。再生可能エネルギーを利用できる土地は限られており、
他国が洋上風力発電に利用しているような遠浅の海もありません。
KPMGジャパンのエネルギー・インフラストラクチャーセクター
担当パートナーである鵜飼成典によると、日本は2040年代に浮体
式洋上風力発電技術を導入し、大規模な深海風力発電プロジェ
クトの実施を目指しています。また、陸上での太陽光発電や風力
発電プロジェクトの施行を容易にするための土地利用規制や、炭素
税の導入を検討しています。

各セクターの排出率と実績

出典：KPMGインターナショナル（2021）

48%

17%

9%

24%

2% 農業・土地利用・林業

産業

建築

運輸

電力と熱生産

成熟度の段階（低から高へ）
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日本は2011年の福島における原子力発電所の事故以前には、
原子力発電所で電力の約30％を供給し、その後少なくとも
40％まで拡大する計画でした62。しかし、同年3月の地震に
よる津波で、福島第一原子力発電所でメルトダウンが起こり、
広範囲の土地が汚染されたため、国民の原子力発電に対する
見方は厳しくなり、一時はすべての原子力発電所が閉鎖され
ました。2015年には2基が再稼働、その後8基が続き、現時点
ではさらに多くの原子力発電所が再稼働の認可を求めてい
ます。鵜飼は、原子力発電は依然として否定的な国民感情が
あることを認める一方で、「原発なしでは、この国がCO2削減
要求に対して早期に対応することは困難です」と述べています。

セクターの準備度合

日本はNZRIの産業セクターで1位、建築セクターで2位と、
高い実績を示しています。建築セクターでは、エネルギー認証
の義務化、ヒートポンプ技術の普及、太陽光発電とビル管理
技術を統合したプロジェクトなどが実施されています。

産業セクターでは、材料の効率的な使用、廃棄物からの低
排出、循環型社会やフッ素系温室効果ガスの代替に関する
強固な政策などで高い評価を受けています。しかし鵜飼に
よれば、発電量の問題など、今後の課題もあります。ネット
ゼロの目標を掲げる企業は、顧客や投資家の要求を受けて、
カーボンニュートラルな電力を使用したいと考えています。

しかし日本で実現させようとすると、グリーン電力に高い競争
力を有する欧州に比べて価格が非常に高額となり、グリーン
電力活用が国内でのコスト増を助長する可能性があるほか、
極端なケースにおいては、生産拠点の海外移転検討につながる
ケースも考えられます。

日本は、液化水素（LH2）のサプライチェーン開発において、
世界のリーダーとなることを目指しています。2021年3月、
川崎重工業は世界初の専用液化水素運搬船「すいそ ふろん
てぃあ」を納品しました63。また同社は、世界で初めて液化
水素の再ガス化ターミナルを神戸に完成させました64。さらに、
オーストラリアのクイーンズランド州に世界初の液化水素の
液化施設の建設を計画しているほか、オランダのロッテルダム
港と共同で液化水素施設の建設を進めています。

日本はハイブリッド電気自動車を早くから導入していましたが、
バッテリーのみで駆動する車の大量開発は遅れていました。
ホンダ、日産、トヨタなどのメーカーは、国内外での電気自動
車の開発と導入を支援しており、政府はそれに対する補助金
を支給しています。東京都は、（COVID-19により延期されて）
2021年7～8月に開催されたオリンピック・パラリンピックに
おけるゼロエミッション戦略の一環として、大会期間中水素
燃料バスを戦略的に採用し、輸送などに水素燃料を積極的
に利用しました65。

産業セクターでは、材料の効率的な
使用、廃棄物からの低排出、循環型
社会やフッ素系温室効果ガスの代替に
関する強固な政策などで高い評価を
受けています。しかし鵜飼によれば、
今後、発電量に関する課題があります。

Contact:

関口 美奈
KPMGジャパン
脱炭素化アドバイザリーリーダー
兼 KPMG IMPACTプロジェクト統轄リーダー
KPMGサステナブルバリュー・ジャパン
E: mina.sekiguchi@jp.kpmg.com

Contributor: 

鵜飼 成典
KPMGジャパン
エネルギー・インフラストラクチャーセクター
パワー＆ユーティリティセクターリーダー
株式会社 KPMG FAS　ストラテジーグループ
執行役員　パートナー
KPMGサステナブルバリュー・ジャパン
E: narimichi.ukai@jp.kpmg.com
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評価方法
対象となった32ヵ国は、それぞれ103種類の指標で
評価されています。各指標のデータはミニマックス法
で正規化されています。これは、最小値を差し引いた
観測値を観測値の範囲（最大値－最小値）で除した
値に100を乗じて、観測した変数を0から100までの
スコアに変換したものです。値が小さい変数がネット
ゼロへの進捗が大きいことを示す場合、その数値を
100から差し引きます。つまり、各指標において、上位
の国はスコア100、下位の国は0ということになります。

指標は、「国の準備度合」と「セクターの準備度合」の
2グループに分かれています。「国の準備度合」には、
「グローバル・ネットゼロへの貢献度」「対GDP排出
原単位の削減実績」「政策と実現可能な環境」の3つ
のサブグループがあり、それぞれ同じ重み付けで計算
されます。

また、最も気候変動に貢献している5つのセクター
（電力と熱生産、運輸、建築、産業、農業・土地
利用・林業）についても評価されます。それぞれの
セクターは、脱炭素化の状況、政府の行動、実現
能力などの指標に基づいて評価されます。セクター
ごとのスコアは、その国の排出量に占めるセクターの
貢献度に基づいて重み付けされ、セクター全体の
スコアとなります。

各国のNZRI総合スコアは、国別の準備状況スコアに
セクター別の総合スコアを乗じ、100で除して算出し
ます。

例：ノルウェーのNZRI算出法

国の準備度合スコア

グローバル・ネットゼロへの貢献度（4指標に基づく）：99

上記は、以下の加重平均値です。100（ノルウェーの温室効果
ガス排出量は32ヵ国中最小のため重み係数は50％）、94
（2005年から2018年での排出量削減量2位のため重み係数は
50％）、100（NDC目標に基づき2030年の排出量が最小の
ため重み係数は50％）、100（ネットゼロ目標を設定済みの
ため重み係数は100％）。

対GDP排出原単位の削減実績（2指標）：67

政策と実現可能な環境（11指標）：81

3サブグループの平均： 82

セクタースコア

電力と熱生産（17指標）：57、国内総排出量の32％であること
による加重

運輸（16指標）：57、国内総排出量の27％であることによる
加重

建築（12指標）：58、国内総排出量の3％であることによる加重

産業（12指標）：72、国内総排出量の26％であることによる
加重

農業・土地利用・林業（29指標）：48、国内総排出量の11％
であることによる加重

5セクターの加重平均： 60

セクターの指標は、「脱炭素化の状況」「政府の行動」「実現
能力」という移行の3側面に対応する3グループで構成されて
います。

各国の3グループのスコアの加重配分は、各セクターにおける
脱炭素化の進捗状況に基づいています。

1990年から2018年の間に、あるセクターの排出量を削減した
割合が、同期間におけるNZRI諸国の排出量削減の中央値を
上回る場合、「脱炭素化の状況」「政府の行動」「実現能力」
には、それぞれ50％、25％、25％加重されます。

顕著な進展が見られなかった国については、3つの側面に同じ
重み付け（1/3）が適用されます。

NZRIスコア

82 × 60 ÷ 100 = 49
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制限事項

本評価方法に用いられる指標値は、任意のNZRI対象
国により、最終段階のデータが比較可能な形で入手
可能であることが条件となります。今回のNZRIでは、
次に挙げる世界の脱炭素化に対して重要な分野を除外
しています。

―  人口および人口増加は、排出量の数値的要因だが、
国の人口動態変化はそれぞれ異なるため除外。

―  1人当たりのGDP・GPD成長率も排出量の数値的
要因であるが、所得と成長率の向上は脱炭素化の
重要な促進要因でもあるため除外。

―  輸出入の排出原単位は、既存の輸入依存度や経済
構造によって、特定の国が不利になることを避ける
ために除外。

―  国境を越えた輸送と航空は、排出量を特定の国に
割り当てることが困難であるため除外。

―  炭素市場、カーボンプライシング、および炭素税は、
国によって対象となるセクターや商品が異なるため
除外。

―  道路および鉄道貨物からの排出量は、国ごとに
比較可能な方法で追跡されていないため除外。

次回以降のNZRIでは、データの入手可能性や国ごと
の比較可能性の向上に応じて、上記の分野の検討と
ともに、2021年に発表されるIPCCの第6次報告書に
記載される追加要因の包括を試みます。
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国の準備度合
特に注釈がない限り、各指標のグループ内での重み付けは
1です。

グローバル・ネットゼロへの貢献度

現在の排出量（重み付け1/2、残1/2は国が定めた貢献度 
（NDC）の目標達成後の脱炭素化のための排出量に割当て。 
両指標間の相関が高いことによる）：2018年の数値は、世界 
資源研究所（WRI）のClimate Watchによる数百万トンの
二酸化炭素換算値（MtCO2e）で測定197。同年の排出量が
28MtCO 2eであったノルウェーのスコアが最も高く、 
11,706MtCO2の中国のスコアが最も低い。

国が定めた貢献度（NDC）の目標達成後の脱炭素化のため
の排出量（重み付け1/2、残1/2は上記の指標に割当て）：
オーストラリアの気候変動局の標準化手法を用いて、これらの 
宣言に基づく2030年の排出量を予測198。2030年の排出量
が14MtCO2eと予測されるノルウェーのスコアが最も高く、
12,628MtCO2eとされる中国のスコアが最も低い。

排出量削減の進捗状況（重み付け1/2、残1/2は排出原単位
削減の進捗状況に割当て）：Climate Watchのデータにより、
2005年から2018年までの排出量の変化を評価。同期間に
排出量を61％削減した英国のスコアが最も高い。

ネットゼロ目標の有無：Climate Watchの調査により、ネット 
ゼロ目標を法律で設定している7ヵ国はスコア100、政策文書
や政治的公約で目標としている11ヵ国は50、目標を文書化
していない14ヵ国は0。Climate Watchのデータは、KPMG

の調査により補足。

対GDP排出原単位の削減実績

対GDP排出原単位（現在）：Climate Watchによる2018年 
通年の排出量を、世界銀行が2010年米ドル換算で算出した
2018年の国内総生産値で割った数値199。スウェーデンの0.05 
MtCO2e／米ドルが最も高い。

対GDP（成長率）排出原単位（重み付け1/2、残1/2はネット 
ゼロに向けた排出削減の進捗に割当て）：上記と同様に、
2010年から2018年までの変化を測定。やはりスウェーデン
が同期間で48％を削減し、最も高い。

政策と実現可能な環境

関連団体の有無：国または連邦における気候関連の専門省庁
についてKPMGが調査したところ、32ヵ国すべてに存在。

排出量の透明性：気候変動開示に関するOECDの調査結果
（KPMGにより補完）より、直接排出量と間接排出量の双方
の開示を義務化している6ヵ国（オーストラリア、フランス、
メキシコ、ニュージーランド、韓国、英国）はスコア100、
直接排出量のみの開示が義務である13ヵ国は50、開示を
義務付けていない13ヵ国は0。

気候変動対策資金が実現可能な環境：KPMGによる、対象
国における持続可能な金融政策の有無の調査。政策が存在
する中国とフランスはスコア100、政策は存在しないものの

気候変動対策資金戦略文書を発表している英国は50、他の
28ヵ国は0。

気候変動対策資金の利用可能性（市場規模、重み付け1/2）：
気候債券イニシアチブ（Climate Bonds Initiative）のデータ
による、各国の人口に対する気候変動対策資金の市場規模200。
1人当たり1,054米ドルの気候変動対策債を発行している
スウェーデンのスコアが最も高い。

気候変動対策資金の利用可能性（成長率、重み付け1/2）： 
2014年から2019年までの上記指標の年複利成長率（CAGR）。
中国が175％（CAGR）で最も高く、成長が見られなかったの
が18ヵ国。

化石燃料への補助金：国際通貨基金が測定した、GDPに
占める税引き後の補助金の割合201。イタリアとスウェーデン
の補助金割合が0.99％と最も少なく、スコアが最も高い。

炭素回収・貯蔵能力に関する政策：グローバルCCSインス
ティテュートによる、同分野への国家計画の策定に対する、
グローバルな政策指標としての評価202。ノルウェーのスコア
が最も高く、6ヵ国が0。

炭素回収・貯蔵能力に関する計画：グローバルCCSインス
ティテュートが作成した、各国における排出量に対する炭素
回収・貯蔵能力の割合。ノルウェーは国の排出量の2.8％に
対して回収・貯蔵を計画しており、スコアが最も高く、特に
計画がない国が23ヵ国。
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変革準備度合：世界経済フォーラム（WEF）の「世界
競争力レポート2020」の経済変革準備度スコアの
集計。WEFの評価を受けていない国は、その所得
グループの平均スコアを適用。

気候変動に対する国民感情（重み付け1/2）：2020年
10月7日から12月4日にかけて、国連開発計画（UNDP）
とオックスフォード大学などのパートナーが50ヵ国で
実施したモバイルゲームアプリのプレーヤー122万人
を対象とした調査に基づいたもの。調査に含まれて
いない国は、周辺地域の平均的な値を割振り。81％
の回答者が「気候変動の緊急性を信じる」と回答した
イタリアと英国のスコアが最も高く、58％であった
アルゼンチンのスコアが最も低い。

気候変動対策への国民の支持（重み付け1/2）：同じく
UNDPのモバイルゲームの調査による、気候変動の
緊急性を信じるとした回答者のうち、国による早急な
対応が必要と感じている人の割合。

78％が同意したイタリアのスコアが最も高い。調査
に含まれていない国は、同レベルの所得層の平均値
を割振った。
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電力と熱生産
電力と熱生産関連の排出量とは、電力と熱生産を主な活動とする事業者の温室効果ガス排出量、エネルギー産業が電力と熱を内部利用した結果の排出量、
および「割り当てられていない自己生産者」の排出量（自己消費のために電力や熱を生産しているものの、産業・運輸・建築などのセクターに割り当てられてい
ない事業体による排出量）の総計です。この5つのセクターの定義は、世界資源研究所の定義に基づいています205。

 脱炭素化の状況

1人当たりの排出量：2018年のClimate Watchの排出量データ
とEIUの人口データにより算出した、1人当たりの電力と熱生産
による排出量。

電気全体に占める低炭素電力の割合：Our World In Dataに
掲載された、2019年の電気消費全体に占める低炭素電力 
（再生可能エネルギーおよび原子力）の割合206。基礎データ
は、BPの「世界エネルギー統計レビュー」からの引用207。

電気へのアクセス：2019年において、電気へのアクセスがある
人口の割合。国連の「持続可能な開発目標」の指標データ
ベースからの引用208。

1人当たりの総電力消費量：EIUの電力消費量データと人口
推計値を用いて算出。

送電・配電損失：世界銀行とIEAの報告による、2014年に
おいて送電・配電の段階で失われた出力電力の割合209。

発電における石炭への依存度：EIUによる、産量全体に占める
石炭の割合。

 政府の行動

再生可能エネルギー中期目標：REN21（21世紀のための自然
エネルギー政策ネットワーク）による、2030年の再生可能
エネルギー目標比率210に、KPMGによる調査の結果を補足。

公益事業者に対する再生可能エネルギー義務：REN21より
引用、KPMGの調査により補完。目標が国で設定されている
国はスコア100、地方レベルで目標の設定がある国は50、
設定されていない国は0。

取引可能な再生可能エネルギー証書の有無：REN21より引用、
KPMGの調査により補完。スキームが導入されている国は
スコア100、導入されていない場合は0。

ネットメータリング：REN21より引用。制度が導入されている
場合はスコア100、導入されていない場合は0。

その他の再生可能エネルギー支援メカニズム：REN21による、
再生可能エネルギーのインセンティブ、および最大4種類の
支援メカニズムの有無による複合スコア。

低炭素水素戦略またはロードマップの有無：KPMGの調査
により、関連文書が公表されている場合はスコア100、開発
中の場合は50、確認できない場合は0。

 実現能力

再生可能エネルギー・プロジェクト・パイプライン（重み付け
1/2）：調査会社Inframationによる、再生可能エネルギーの
総取引規模と化石燃料ベースの発電の取引規模の比較211。

原子力エネルギーのパイプライン（重み付け1/2）：世界原子
力協会による、ある国の総発電設備容量に対する建設中の
原子力発電設備容量212（EIUによる総容量）。

送電網への計画的な投資：Inframationによる、送配電プロ
ジェクトの取引額とEIU社の総エネルギー消費量との比較。

低炭素の電力と熱生産に関する特許：調査会社PatSeerに
よる、2010年1月から2021年4月までの再生可能エネルギー
およびクリーンエネルギー技術に関する特許ファミリーの出願
数213を、国の人口比で調整した値。

クリーンエネルギー企業：クリーンテックグループによる、
クリーンな電力と熱生産技術を持つ新興企業を人口比で調整
した値214。
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運輸
運輸セクターでは、道路、鉄道、パイプライン輸送、国内航行、国内航空、またその他の輸送における化石燃料からの温室効果ガスの排出を計上しています。また、
運輸における、エネルギー目的ではない化石燃料の使用も計上しています。NZRIでは、2019年時点で人類が生み出した世界の排出量のうち、航空と国際海運
の占める割合がそれぞれ2％と2.8％と小さく、国レベルでこれらのセクターを追跡できるデータが限られていることから、意図的に海洋と航空関連の排出量を
除外しています。

 脱炭素化の状況

陸上輸送活動：OECDの旅客キロ数を、EIU調査の人口で
除した値215。データが得られない場合は、地域内で1人当たり
のGDPが最も近い国の指標を使用。

1人当たりの排出量：Climate Watchの排出量データとEIUの
人口データを用いて算出した、運輸部門の1人当たりの排出量。

電気自動車の導入率：IEAによる、全車両在庫に対する電気
自動車の割合216。情報が得られない国については、1人当たり
のGDPが最も近い国の指標を使用。

公共交通機関の利用状況：OECDによる内陸部の旅客キロ
数に占める鉄道の割合。

ライドシェアの普及率：調査会社スタティスタのデータを用
いて算出した、オンラインライドシェア市場浸透指数。KPMG
の「2020年自動運転車対応指数」217に記載。

電気自動車の充電インフラ：道路1km当たりの充電器数。IEA
および欧州代替燃料観測機関（EAFO）による数値218、および
CIAワールドファクトブックによる道路網全長219を使用。情報
が得られない国については、1人当たりのGDPが最も近い国

の指標を使用。

乗用車の平均使用年数：各国のKPMGの調査結果の値。

 政府の行動

内燃エンジンの販売禁止：KPMGの国別調査による、2021年
から禁止されるまでの年数。禁止が提案されていない国の
場合は29年（2021年から2050年までの年数）。

電気自動車へのインセンティブ：KPMGの国別調査による、
電気乗用車の所有者に付与される各種インセンティブの件数。
対象とされたインセンティブは、直接補助金、税額控除、駐車
場補助金、登録特典、インフラ補助金（家庭または共同体
での充電施設など）、その他輸入税の免除など。

電気自動車の充電に関する法律：KPMGの国別調査による、
充電インフラの運用、支払い、相互運用性を規制する法律が
ある場合はスコア100、そのような法律が計画されているもの
の制定されていない場合は50、計画されていない場合は0。

低炭素燃料の義務化：KPMGの国別調査による、低炭素 
燃料または再生可能燃料の基準を設けている国はスコア100、
設けていない国は0。

バイオ燃料混合義務：「Biofuels Digest」220および「REN21」
より、通常の燃料への混合を要求されるバイオ燃料の割合。

 実現能力

公共交通機関への計画的な投資：2010年から2018年の間
に行われた、道路、鉄道、内陸水路、公共交通機関への計画
的なインフラ投資と認められる金額（OECDによる1人当たり
の米ドル換算）221。人口データはEIUによる222。

電気自動車充電インフラ市場規模：調査会社グランドビュー
リサーチによる、2027年の予測市場規模（米ドル）を、EIU
による人口データで調整した値。

クリーン輸送関連特許：調査会社PatSeerによる、2010年
1月から2021年4月までの車両充電ステーションおよび関連
する特許ファミリーの出願数を、国の人口比で調整した値。

クリーンエネルギー企業：クリーンテックグループによる、
クリーン電力と熱生産技術を持つ新興運輸企業を人口比で
調整した値。

44 | Net Zero Readiness Index 2021

はじめに

序文

Net Zero Readiness 
Index結果

主な調査結果と洞察

グローバルセクター
の概要

NZRI上位25ヵ国

Appendix

出典

KPMG contacts

Appendix

© 2022 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.



建築
建築セクターでは、住宅や商業施設における化石燃料の燃焼による温室効果ガスの排出を計上しています。これは建築物からの直接排出のみを対象としており、
商業用の電気や熱の生産からの間接排出は「電力と熱生産」セクターに計上されていますが、家電製品は最終的に住宅や企業が所有・運用するものであるため、
NZRIでは家電製品のエネルギー効率をこの部門に計上しています。

 脱炭素化の状況

エネルギー効率の高い建物の普及率：OECDのレポートに
おける1990年以降の総建築面積224のうち、米国グリーンビル
ディング協会のデータに基づくグリーンビルディングの建築
面積223が占める割合を計算することにより算出。

家電製品のエネルギー効率基準：KPMGの国別調査により、
家電製品のエネルギー効率基準や表示義務がある国はスコア
100、ない国は0。

家庭のエネルギーセキュリティ：国連の持続可能な開発目標
指標データベースより、クリーンな燃料や技術を主に使用して
いる人口の割合。

ヒートポンプの排出原単位：IEAのヒートポンプ準備度指数
のスコア。例：ヒートポンプの炭素集約度が天然ガスを使用
するコンデンシングボイラーよりも約20％低い場合は、スコア
0.8225。

冷房の排出原単位：全セクターの冷房による排出量を人口比
で調整した値。モデリングは、ドイツ政府が支援する 
「グリーン・クーリング・イニシアチブ」による当時の機器在庫数、
人口、GDP、気温指数、都市化率、電化率などの予測因子
を基に、EIUの人口データ226比で調整した値。

 政府の行動

建築物エネルギー認証の義務化：市場変革調査研究所
（IMT）の建物評価イニシアチブ227により、評価政策を義務化
している国はスコア100、していない国は0。

改修と耐候性のインセンティブと支援メカニズム：キャン
ペーン団体「Climate Transparency（気候透明性）」による、
既存建築物の改修228と、ゼロエネルギーに近い新築建造物
に関連の政策についての各国のスコアの平均値。評価されて
いない国については、周辺地域の同等国のスコアを使用。

国の脱炭素化公約に含まれている建築物の排出量：国連環境
計画が報告した2018年から2020年までのNDC文書における
カバー率229。

 実現能力

改修市場規模：グランドビューリサーチ社による、2000年
から2014年までの建築面積に対する2027年の予測市場規模
（米ドル、1平方キロメートル当たり）。

グリーンビルディング市場規模：グランドビューリサーチ社に
よる、2000年から2014年までの建築面積に対する2027年の
予測市場規模（米ドル、1平方キロメートル当たり）。

建築物のエネルギー効率および炭素管理に関する特許：
調査会社PatSeerによる、2010年1月から2021年4月までの
高エネルギー効率のゼロカーボン建築物関連技術の特許ファミ
リーの出願を、それぞれの国民の人口比で調整した値。

建築分野のクリーンテクノロジー企業：クリーンテックグループ
による、クリーンな商業ビル関連の振興企業数を人口比で
調整した値。
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産業
産業セクターでは、製造業・建設業・工業の工程、その他の燃料の燃焼、一時的な排出、廃棄物関連の排出に含まれる温室効果ガスの排出を計上。

 脱炭素化の状況

産業エネルギー消費の炭素原単位：Climate Watchおよび
EIUによる、産業界からの排出量を産業界の総エネルギー
消費量で調整した値。

産業用エネルギー消費の生産性：産業界の国内総生産を産業
用エネルギー消費で調整した値。

産業界のリサイクル率：OECDによる、2010年購買力平価
（USドル）での直接物質投入量当たりのGDP230。リサイクル
率は各国で比較可能な方法で追跡されていないため、物質
生産性は産業リサイクル率を反映。

非CO2温室効果ガス排出量：Climate WatchおよびEIUに
よる、産業界からの非CO2排出量をGDPで調整した値。

廃棄物からの温室効果ガス排出量：Climate Watchおよび
EIUによる、廃棄物からの排出量をGDPで調整した値。

 政府の行動

企業が再生可能エネルギーを調達するためのオプション：
国際再生可能エネルギー機関（IRENA）による、各国における
最大6種類のオプションの利用可能性231。

産業界の脱炭素化法：「Climate Transparency Report 2020」
による、産業界のエネルギー効率化政策の評価232。評価され
ていない国については、周辺地域の同等国のスコアを使用。

循環型経済のインセンティブ：KPMGの国別調査により、
循環型経済または資源回収に関する法律・政策・行動計画が
ある国はスコア100、ない国は0。

フッ素系温室効果ガス代替政策 :「国連環境計画」により233、
オゾン層破壊ガスの代替として使用されていた代替フロンの
段階的削減を求めた、オゾン層破壊に関する「モントリオール
議定書」の2016年キガリ改正を批准して、代替フロンのライ
センス制度を実施している国はスコア100、いずれかに該当
する場合は50、どちらでもない場合は0。

 実現能力

開発中の低炭素産業クラスター：低炭素産業ゾーンの開発
計画が進んでいる国はスコア100、計画が初期段階の国は50、
確認できなかった場合は0。

産業用脱炭素化技術の特許：調査会社PatSeerによる、
2010年1月から2021年4月までの低炭素・エネルギー効率の
高い産業技術に関連用語の特許ファミリーの出願数を、国の
人口比で調整した値。

産業界のクリーンテクノロジー企業：クリーンテックグループ
による、低炭素水素、炭素回収・利用・貯蔵能力に取り組む
新興クリーン企業数を人口比で調整した値。
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農業・土地利用・林業
農業・土地利用・林業セクターには、農業活動から発生するメタンおよび亜酸化窒素、有機土壌やバイオマスの焚き火による温室効果ガスの排出および除去が
計上されています。総排出量に占める割合でセクターを重み付けするため、土地利用と林業の排出量が正味のプラスである国のみを考慮しています。

 脱炭素化の状況

年間森林面積変化率（％）、地上部森林バイオマス量（1ヘク 
タール、トン）、総土地面積に占める森林面積の割合（％）、
法的に確立された保護地域内にある保護・管理・認証された
森林（重み付け1/3、％）、長期森林管理計画下にある保護・
管理・認証された森林（重み付け1/3、％）、保護・管理・
認証された森林（重み付け1/3、1,000ヘクタール）：以上6種は、
国連食糧農業機関の「世界森林資源評価」からの指標234。

単位土地面積当たりの食料生産量（1ヘクタール当たりの食料
の米ドル換算額）、農業の排出原単位（生産された農業価値
1米ドル当たりの農業・農業土壌からの排出量）、乳製品への
依存度（重み付け1/2、バターを除く牛乳の年間消費量（1人分、
kg））、肉類への依存度（重み付け1/2、肉類の年間消費量 
（1人分、kg））、過剰カロリー供給（1人当たりの年間消費カ
ロリーにつき、国連食糧農業機関推奨の食事エネルギー供給
量を超過する値）、最終消費者による廃棄（1人当たりの年間
食品廃棄量）、食品ロス（国の総食料生産量に占める割合）：
以上7種は、国連食糧農業機関のFAOSTATサービスによる
指標235。

 政府の行動

肉類および持続不可能な食品に対する税金：KPMGの調査
では、上記の税金を設定している国は現在存在しないため、
すべてスコア0。

環境予算の義務化：国連統計局の「環境経済会計システム」236

を実施している国はスコア100、実施予定の国は50、実施
していない国は0。

食品ロス政策－戦略（重み付け1/2）と保管対策（重み付け
1/2）：バリラ食品栄養学センターとEIUの2018年食品持続
可能性指数によるスコア237。

食品廃棄対応政策－戦略、目標、市場における手段、法律、
規制機関、自主協定、民間機関、研究、優先順位付けの
枠組み（9指標のそれぞれに重み付け1/9）：バリラ食品栄養学
センターとEIUの2018年食品持続可能性指数によるスコア。

 実現能力

持続可能な農作業の研究開発費：バリラ食品栄養学センター
およびEIUの食品持続可能性指数による、この分野への政府
支出の対GDP比。

農業における排出削減特許：調査会社PatSeerによる、農業
の排出削減に関する2010年1月から2021年4月までの特許
ファミリーの出願数を、国の人口比で調整した値。

農業・食品産業におけるクリーンテクノロジー企業：クリーン
テックグループによる、人口に対する農業および食品関連の
新興クリーン企業数。
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出典
本抄訳で省略しているページに記載されているものも、そのまま掲載しています。
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